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研究成果の概要（和文）：本研究ではアジアとアフリカに焦点をあて、プライベートセクターにおける高等教育
政策を質保証と行財政の観点から比較分析をした。ラオス、ミャンマー、マラウイ、ウガンダを事例に現地調査
を行い、対象国の私立大学の関係者や国の教育政策担当者、国際機関の専門家に関する質問紙調査を行い独自の
データを収集した。

具体的には、単位互換制度、成績評価制度（質保証)と運営財政や管理の独立性（マネジメント)の観点を軸に政
策分析を実施し、事例国における現在の私立高等教育政策の動向を把握した。また、私立高等教育機関の類型化
を財源別（公的資金、宗教団体の寄付等）、管理体制、経営体制についても明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study, which focuses on Asia and Africa, provides an analysis of higher
 education policies in the private sector from the point of view of quality assurance, finance, and 
administration. The study was carried out in Laos, Myanmar, Malawi, and Uganda. Original data was 
collected by conducting questionnaires and interviews to not only private university administrators,
 but also to the ministry of education officers and education specialists in international 
organizations. 

Specifically, the study carried out policy and situation analyses on the credit transfer system, 
student evaluation system, fiscal management, administration, and finance. The study also conducted 
a comparative analysis on the finance, administration, and management systems of private higher 
education institutions in selected countries. 
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１．研究開始当初の背景 
 

本研究の背景には、世界で高等教育改

革が求められているという現実があり、

国際的な人口移動、国際経済の互助関係

の深化、情報通信技術の進歩、そして知

識基盤社会の台頭などの国際社会の変化

に対応すべく、多くの開発途上国は高等

教育への予算を急増させている。国際社

会の変化に対応できる人材への需要が高

まる中、高等教育機関もまた、社会のニ

ーズに応えるべく、変容を迫られている。

高等教育は学生一人当たりの政府支出が

初中等教育と比べると非常に高いのが一

般的で、財政難に苦しむ開発途上国にと

って急速な拡大は政策的にも難しい。そ

のため、政府のプライベートセクターへ

の期待は大きい。 

実際に、フィリピンやインドネシア、

インドでは、高等教育に通う学生の 8 割

以上が私立大学に属している。サブサハ

ラアフリカ地域では、今後起こると考え

られる高等教育の大衆化とともに、高等

教育の「私学化」は容易に予想される。

しかしながら急速な高等教育への需要増

加に対して、政府の高等教育政策はその

需要に応えきれていないのが現状である。

例えば、学生数などの正確な実態が把握

されていない、教育の質保証制度が整備

されていない、健全なマネジメント制度

が十分に確立されていない等、多くの課

題を抱えている。 

このような状況の中、各国においてど

のような私立高等教育政策が取られ、実

施されているのか、本研究では、アジア

（ミャンマー、ラオス）とアフリカ（ウ

ガンダ、マラウィ）を事例対象国として

高等教育の実態を明らかにし、当該政策

動向の理論化、体系化を試みた。 
 
２．研究の目的 
 

本研究は、プライベートセクターにおけ

る高等教育政策を質保証の観点と行財政の

観点から分析し、開発途上国における当該

政策動向の理論化、体系化を試みることを

目的とした。本研究において質保証の観点

とは、単位互換制度や成績評価制度を、行

財政の観点とは、高等教育機関の運営財政

や管理の独立性を指す。世界的に見ても研

究蓄積が僅少である当該分野において、ア

ジア、アフリカの事例国での現地調査から

独自のデータを収集することは大変意義が

ある。 
 
３．研究の方法 
 

本研究ではラオス、ミャンマー、マラ

ウイ、ウガンダを事例に現地調査を行っ

た。事例国では、ラオス国立大学、ヤン

ゴン教育大学、マケレレ大学、マラウイ

大学の研究者の協力を得て、現地の高等

教育機関に赴き、質問紙調査、インタビ

ュー等の手法を用いて、各地域の私立の

高等教育政策の実態を把握した。また、

事例国の政策担当者や国際機関の専門家

に関する質問紙調査も行い、研究連携研究

者及び国際共同研究者間での議論を行った。  

具体的に現地調査では、各国 15 名ずつ

の教育政策担当者、教育行政担当者、高

等教育機関関係者にインタビュー行い、

各高等教育機関には学生や職員に対して

質問紙調査を実施した。 

各事例国の経済水準、高等教育政策、

社会的背景を考慮し、比較分析を行った。

また、各地域では異なる社会背景を有し

ており、高等教育政策にも違いがある。

そこで、各地域内での事例を比較分析し、

その後、各地域間においても高等教育政

策の比較分析を行った。この点では、本

研究の斬新性は、比較分析を駆使した高

水準の妥当性がある。 

 



 
４．研究成果 
 

本研究では、研究期間内に下記の 3 点

を明らかにした。まず初めに、各事例国

の私立高等教育政策を把握した。単位互換

制度、成績評価制度（質保証)と運営財政

や管理の独立性（マネジメント)の観点を

軸に政策分析を実施し、現在の私立高等

教育政策の動向を把握した。次に、途上

国における私立高等教育機関の体系化を

実施した。私立高等教育機関の類型化を

財源別（公的資金、宗教団体の寄付等）、

管理体制、経営体制を基準にして分析を

行い、各区分の特徴を比較・検討した後、

体系化を試みた。最後に、新たな高等教

育政策の理論化を試みた。特に、私立の大

学に対する高等教育政策に関する研究の分

析フレームワークの提示を試みた。 
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